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参考資料① 

設備機器等の保守管理業務について 

Ⅰ 火災報知設備保守点検業務 

 

１ 設置状況 

交流館名称 自動火災報知設備 

誘
導
灯 

受
信
機 

感知器 

地
区
音
響
装
置 

発
信
機 

総
合
版 

定
温
式 

差
動
式
（
ス
ポ
ッ
ト
型
） 

煙
式
（
イ
オ
ン
化
式
） 

白山 １ 10 10 １ １ １ ５  

千駄木 １ ７ ６ ２ ２ １ １ １ 

 

２ 業務内容及び実施時期 

項目 業務内容 実施時期 

自動火災報知設備 

機能点検（年２回）及び総合点

検（年１回） 

機能点検…６月～８月 

２月～３月 

総合点検…６月～８月 

誘導灯設備 機能点検（年２回） ６月～８月、２月～３月 

 

３ 緊急時の対応 

火災その他による設備の作動、又は事故の発見により連絡を受けた場合は、早急に現

地に出向き、適宜処置をとること。 

 

４ 費用の負担 

  設備の点検に要する材料等は、指定管理者の負担とする。 
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Ⅱ 消火器保守点検業務 

 

１ 設置状況  

交流館名 型式 数量 

白山 粉末蓄圧式 29-1 ７本 

千駄木 粉末蓄圧式 29-1 ３本 

合計 １０本 

 

２ 実施方法 

  点検（年間 2 回） 外観機能点検 1 回、外観放射点検 1 回 

  ※ 放射試験を実施した消火器については、消化剤を補充する。 

 

Ⅲ 冷暖房設備保守点検業務 

 

１ 設置場所及び点検機器 

交流館 点検機器 台数 

白山 

Ａ室 三菱 ＰＫ－ＲＰ６３ＫＡ１８ １台 

Ｂ室 三菱 ＰＣＡ－Ｊ１１ＧＡ９ １台 

Ｃ室 ダイキン Ｆ３６ＷＴＥＳ－Ｗ ２台 

Ｄ室 ダイキン Ｆ３６ＷＴＥＳ－Ｗ １台 

交流 

スペース 
ダイキン Ｆ３６ＷＴＥＳ－Ｗ １台 

千駄木 

Ａ室 
ダイキン Ｆ５６ＭＴＥＶ－Ｗ １台 

日立 ＲＡＳ－ＡＪ３６Ｈ １台 

Ｂ室 ダイキン Ｆ３６ＭＴＥＶ－Ｗ １台 

玄関 日立 ＲＡＳ－ＡＪ３６Ｈ １台 

交流 

スペース 
ダイキン Ｆ２２ＮＴＥＳ－Ｗ １台 

 

２ 実施方法 

⑴ 点検 年４回実施（冷暖房切替時２回、中間時２回） 

⑵ 運転中に生じた事故等については、故障等の原因を調査・発見し区へ連絡するも

のとする。 

⑶ 保守点検時において次の点検内容のほか、簡易な修理及び部品の取り替え等を含

むものとする。 
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３ 保守点検整備内容 

⑴ 冷暖房開始時及び終了時の切替等 

ア 試運転調整 

イ 機械本体の内外点検 

 

⑵ 冷暖房中間時 

ア 運転状況の確認 

イ 機械本体の内外点検（冷媒漏れ点検も含む） 

 

４ その他 

点検の結果、作業が不完全のときは、再度作業を行うものとする。 

 

Ⅳ 受水槽及び高架水槽の点検・清掃業務 

 

１ 設置場所及び規格 

交流館 項目 規格 数量 

白山 受水槽 6.75ｔ １ 

千駄木 
受水槽 4.00ｔ １ 

高架水槽 2.25ｔ １ 

 

２ 点検内容 

 年１回実施 

⑴ 水槽壁面の亀裂等漏水箇所の点検 

⑵ 配管、弁類及び電気配線の点検 

⑶ 満減水警報装置の点検作業 

⑷ フロートスイッチ等の制御装置の作業点検 

⑸ 給水ポンプ等の自動運転装置の作業点検 

⑹ 軽易な修理及び部品等の取替えを含む 

 

３ 清掃内容 

⑴ 受水槽及び高架水槽とも、排水後クレンザーにて内部のクリーニング（錆び落とし

も含む）及び槽内の異物を除去し、充分水洗いを行い、その後オーヤラックスにて消

毒し、更に水洗いをする。 

⑵ 清掃後槽内に給水をし、会館内の蛇口により採取した水の水質検査を第三者機関に

よって行うものとする。この結果、水道法水質基準に適合することを要する。 
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４ 点検・清掃にあたっての注意事項 

⑴ 各水槽の入口開口部等を清掃し、異物が入らないよう、衛生面は充分留意する。 

⑵ 作業員及び使用器具等は、すべて次亜塩素酸ソーダ液で消毒した後、槽内点検及び

清掃を行う。 

⑶ 水槽が破損した場合は、至急現状に復する。 

 

 

Ⅴ その他 

 

１ 各種報告等 

  上記の各種施設管理業務については、施設管理（修繕）計画にそれぞれの作業実施予

定日を定め、区へ提出すること。 

  また、事業報告書において実施報告を併せて行うこと。なお、Ⅳについては水質検査

書を併せて区へ提出すること。 

 

２ その他 

  本書に定めのない事項、または個々の内容について疑義が生じたときは、別に協議の

上、解決を図るものとする。 

 


